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　横浜の未来を創るリーディングプロジェクトの一
つである「横浜型環境行動推進プロジェクト」の実
現を図るため、「横浜みどりアップ計画」を新たに
策定し、樹林地・農地の保全施策や公園整備を拡充し、
米軍施設返還後の跡地活用や150万本植樹行動、緑
の保全や創造に向けた土地利用規制と併せた新たな
制度の活用や仕組みづくり、財源の検討等を進め、
緑の総量維持・向上を目指します。�

 将来的な取組の方向性として、現在減少傾向を示し
ている緑被率を増加傾向に転換させ、現在の緑被率アッ
プを目標に、市民・事業者と協働した取組を推進し、
生活に身近な場所に豊かな水と緑の空間が散在して
いる、横浜らしい水緑環境を再生し、次世代へ良好
な環境を引き継いでいきます。�









○　跡地利用の推進�
　平成１６年１０月に検討に着手した跡地利用について、
１７年１２月の学識経験者等による「米軍施設の跡地利用
に関する提言」を踏まえながら、１８年６月に「米軍施設
返還跡地利用指針」を策定しました。�
�指針に掲げた「横浜から始める首都圏の環境再生」を全
体テーマに、緑を軸とした跡地利用を検討していきますが、
米国から日本側に返還される土地の多くは国有地と民有地
であり、横浜市の土地(市有地)はごくわずかです。�
� 跡地利用の実現に向けた行動計画（アクションプラン）
を策定し、引き続き、国有地の処分条件の緩和や国事業の
検討を国に働きかけ、民有地の地権者の方々と相談しなが
ら、跡地利用の具体化を進めていきます。�
�
○　基地対策の取組�
　平成１６年１０月、日米政府間において合意された池子
住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における米軍家族住
宅等の建設について、国に対し自然環境の保全や周辺地域
への配慮などを求めていきます。�
�また、県及び米軍施設所在市等と連携しながら、基地対
策に取組んでいきます。�




